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（１）調査の目的 

単身高齢者世帯の増加や物価高騰が続いている経済状況等を踏まえ、相談支援機関が 

対応した経済的な事由を中心とした高年齢者（60歳以上）の困りごとや相談支援の状況につ 

いて把握し、必要な支援策を検討するための基礎資料とすることを目的とする。 

 

（２）調査実施機関 

   沖縄県子ども生活福祉部 

    （福祉政策課、保護・援護課、高齢者福祉介護課） 

 

（３）調査実施期間 

令和６年２月 20日（火）～３月 18日（月） 

 

（４）調査方法 

①調査対象 

   高齢者や生活困窮者からの相談に日常的に対応する以下の機関・団体 

    ・ 市町村社会福祉協議会、沖縄県社会福祉協議会 （回答数 31（73.8％）／42事業所） 

    ・ 自立相談支援機関 （回答数 12（100％）／12事業所） 

    ・ 地域包括支援センター （回答数 71（80.7％）／88事業所）     計１４２事業所 

 

  ②調査方法 

    県の電子申請システムを活用したＷＥＢ調査 

   

  ③回収率 

  １１４事業所（80.3％）／１４２事業所 

 

 対象機関・団体数 回答数 回答率 

市町村社会福祉協議会・ 

沖縄県社会福祉協議会 

42 31 73.8％ 

自立相談支援機関 12 12 100.0％ 

地域包括支援センター 88 71 80.7％ 

合計 142 114 80.3％ 

 

④その他 

沖縄県社会福祉協議会は生活福祉資金貸付事業の申請件数に基づく回答であり、市

町村社会福祉協議会は一般相談窓口の相談件数に基づく回答となっている。 

 

１． 調 査 概 要 
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（１） 相談件数の推移について  

 ①生活困窮を主訴とする相談件数について 

   直近５年間（令和元年度から令和５年度調査時点まで）に、調査対象機関による生活困 

窮を主訴とする相談対応状況について、各機関が把握している相談件数の調査を行った。 

なお、沖縄県社会福祉協議会の相談件数については、生活福祉資金貸付の申請に係る 

   相談件数を報告することとしている。 

 

 

２． 調 査 結 果 

この調査においては、原則「暦年（１月～12月）で集計した件数等の回答を依頼しているもの

の、暦年に代えて「年度（４月～３月）」の件数での報告でもよいこととしている。そのため、

当報告書においては、暦年、年度での報告の区別無く集計し、表記については「令和○年」と 

することとした。 
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 ※沖縄県社会福祉協議会については、生活福祉資金貸付の申請に係る相談件数。 

 

   直近５年間（令和元年度から令和５年度調査時点まで）においては、特に令和２年と令 

和３年で、新型コロナウイルスによる生活への影響に伴い、生活福祉資金の特例貸付を 

実施した沖縄県社会福祉協議会や申請窓口となった市町村社会福祉協議会、同様に支援 

が拡充された生活困窮者自立支援制度の相談対応の実施機関である自立相談支援機関で 

令和元年と比較し大幅に増加した。 

 なお、全相談件数を新型コロナウイルスによる相談件数の増加の影響を受けていない令 

和元年と令和５年で比較すると、増加率は 60.6%となった。 

 また、相談件数に占める高齢者（世帯）については、直近の５ヵ年間で約２割～４割で 

あった。 

 

 ア 市町村社会福祉協議会 

・ 総数では、新型コロナウイルスの影響による生活福祉資金の特例貸付の申請受付が 

令和２年３月 25日から開始されたことに伴い、令和２年に 22,649件と前年 4,379件の 

５倍以上に相談件数が急増した。 

・ その後、特例貸付の受付終了が令和４年９月 30日であったことから、令和４年以降、 

  相談件数は大幅に減少したものの、令和元年と比較すると令和５年では２倍以上の 

水準となっている。 

・ 高年齢者（世帯）においても、総数と同様に、令和２年に相談件数が急増し、令和４年 

に大幅に減少したが、令和元年と比較すると令和５年では２倍以上の水準となっている。 

・ なお、総数に占める高年齢者（世帯）の割合は、1割台から３割程度で推移している。 

イ 沖縄県社会福祉協議会 

・ 総数では、市町村社会福祉協議会と同様に、令和２年及び令和３年に相談件数が急増し 

たが、令和５年では令和元年と同程度にまで減少した。 

・ 高年齢者（世帯）においても、総数と同様の傾向となっている。 

・ 総数に占める高年齢者（世帯）の割合は、1割台から２割程度で推移している。 

 



４ 

 

ウ 自立相談支援機関 

・ 総数では、令和２年に相談件数が急増し、その後減少傾向にあるものの、令和元年と 

比較すると令和５年の方が多くなっている。 

・ 高年齢者（世帯）においても、総数と同様の傾向となっている。 

・ 総数に占める高年齢者（世帯）の割合は、２割程度で推移している。 

エ 地域包括支援センター（※） 

・ 総数では、令和４年に令和元年以降で相談件数が最も多くなっている。令和５年は令 

和４年より減少したが、令和元年と比較すると令和５年の方が多くなっている。 

・ 高年齢者（世帯）では、令和５年に令和元年以降で相談件数が最も多くなっている。 

・ 総数に占める高年齢者（世帯）の割合は、令和元年から令和４年までは６割程度で推移 

しているが、令和５年では８割程度に増加している。 

※（補足説明） 

地域包括支援センターは、地域に住む高齢者等（介護保険の被保険者）に関する総合相談に

対応しており、高齢者本人をはじめ、高齢者の家族や親族、近隣の住民、民生委員、自治会

長等の様々な相談経路から相談が寄せられている。 
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 ※生活困窮を主訴とする 「件数が不明である場合」 の増減比較について  

 
   生活困窮を主訴とする件数が不明である場合において、令和元年と比較した場合の令和 

５年の相談件数の増減について、最もあてはまると思われるものを１つ選択する方法により 

調査を行った。 

  

 

 

 

 

 

 

 



６ 

 

 

 

 

   回答のあった９８事業所中、総数に関しては、６割にあたる６０事業所（61.2％）が令和元 

  年より令和５年の方が増えていると回答している。 

また、高年齢者世帯に関しては、半数にあたる５３事業所（54.1％）が令和元年より令和５年 

の方が増えていると回答している。 

   

 ア 市町村社会福祉協議会 

・ 総数、高年齢者（世帯）ともに「令和元年より令和５年の方が増えている」との回答が最 

  も多くなっている。 

 イ 沖縄県社会福祉協議会 

・ 総数は「令和元年より令和５年の方が増えている」が、高年齢者（世帯）では「変わらな 

い」としている。 

 ウ 自立相談支援機関 

・ 総数、高年齢者（世帯）ともに「令和元年より令和５年の方が増えている」との回答が最 

も多くなっている。 

 エ 地域包括支援センター 

・ 総数、高年齢者（世帯）ともに「令和元年より令和５年の方が増えている」との回答が最 

も多くなっている。 
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（２） 高年齢の相談者の状況について  

①高年齢の相談者の世帯状況について 
 

令和５年（または直近で把握されている年）において相談支援機関が対応した生活困窮を

主訴とする高年齢者（60歳以上）の相談者が属する世帯について、件数の調査を行った。 

  

 

 

 

   世帯区分においては、「単独世帯」が相談件数の約半数を占めており、次いで「親と未婚 

の子のみの世帯」となっている。 

   

 ア 市町村社会福祉協議会 

・ 「単独世帯」が全体の約４割を占めて最も多くなっており、次いで「夫婦のみ世帯」が多く 

なっている。 

 イ 自立相談支援機関 

・ 「単独世帯」が全体の約半数を占めて最も多くなっており、次いで「親と未婚の子のみの 

世帯」が多くなっている。 

 ウ 地域包括支援センター 

・ 「単独世帯」が全体の約半数を占めて最も多くなっており、次いで「親と未婚の子のみの 

世帯」が多くなっている。 

■世帯区分別の件数

１　単独世帯
２　夫婦のみの
世帯

３　親と未婚の
子のみの世帯

４　三世代世帯 ５　その他 合計

市町村社会福祉協議会 234 102 71 78 58 543

自立相談支援機関 234 62 99 13 82 490

地域包括支援センター 364 70 159 25 58 676

832 234 329 116 198 1,709

(48.7%) (13.7%) (19.3%) (6.8%) (11.6%) (100.0%)
合計

単位：件、％
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 ※生活困窮を主訴とする 「相談者の件数が不明である場合」 について  

   生活困窮を主訴とする相談者の件数が不明である場合において、相談者が属する世帯 

で最も多いと思われるものについて、項目を１つ選択する方法により調査を行った。 

 

 

   世帯区分で多いと考えているのは、「単独世帯」であり、回答のあった９３事業所のうち、 

８３事業所が「単独世帯」と回答している。 

   

 ア 市町村社会福祉協議会 

 イ 沖縄県社会福祉協議会 

 ウ 自立相談支援機関 

 エ 地域包括支援センター 

 

・ 回答のあったすべての機関において、「単独世帯」が最も多いと回答している。 
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②高年齢の相談者からの生活困窮に関する相談の主な内容について  

   令和５年（または直近で把握されている年）において、相談支援機関が対応した生活困 

窮を主訴とする高年齢（60歳以上）者からの相談について、該当する「困りごと（生活困窮 

の要因）」の相談件数について調査を行った。 

 

 

 

 

   相談区分別では、「年金の不足又は無年金」が最も多く、次いで「病気・ケガ・要介護」が 

  多くなっている。 

   

 ア 市町村社会福祉協議会 

・ 相談区分別では、「年金の不足又は無年金」が最も多くなっており、次いで「病気・ケガ・ 

 要介護」が多くなっている。 

※ 「その他」回答について 

食料支援、見守り支援、金銭管理ができない（借金がある） 

 

■困りごと（生活困窮の要因）別の相談件数

１　年金の不足
又は無年金

２　離職・失業・
雇用形態の変
化

３　病気・ケガ・
要介護

４　離婚・死別
などの家庭環
境の変化

５　住居問題 ６　その他 合計

市町村社会福祉協議会 484 164 304 235 123 14 1,324

自立相談支援機関 10 16 29 0 18 10 83

地域包括支援センター 184 27 86 6 17 51 371

678 207 419 241 158 75 1,778

(38.1%) (11.6%) (23.6%) (13.6%) (8.9%) (4.2%) (100.0%)
合計

単位：件、％



１０ 

 

 イ 自立相談支援機関 

・ 「病気・ケガ・要介護」が最も多くなっており、次いで「住居問題（住居を失った又は失う恐 

れ、住居が見つからない等）」、「離職・失業・雇用形態の変化」の順に多くなっている。 

※ 「その他」回答について 

ひきこもり、食糧支援、金銭管理ができない、債務、就職困難、住宅トラブル 

 ウ 地域包括支援センター 

・ 「年金の不足又は無年金」が最も多くなっており、次いで「病気・ケガ・要介護」が多い。 

※ 「その他」回答について 

成年後見制度について、高齢者虐待・分離、生活費の金銭管理について（借金、 

公共料金の支払い、子からの無心・使い込み）、破産申請、相続放棄、 

生活支援に関すること（おむつ代、家電の故障、水道管修理等）、生活保護、 

同居の子の就労について（無職） 
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 ※生活困窮を主訴とする 「相談者の件数が不明である場合」 について  

   生活困窮を主訴とする相談者の件数が不明である場合において、相談内容で多いと思わ 

れるものを３つ選択する方法により調査を行った。 

 

 

 

   困りごと（生活困窮の要因）として多いのは、「年金の不足又は無年金（89事業所が選択）」 

と「病気・ケガ・要介護（85事業所が選択）」であった。 

   

 ア 市町村社会福祉協議会 

・ 「年金の不足又は無年金」が最も多くなっており、次いで「病気・ケガ・要介護」、「離職・失 

業・雇用形態の変化」の順に多くなっている。 

※ 「その他」回答について 

アルコール依存、健康面、食料の不足 

 イ 自立相談支援機関 

・ 「年金の不足又は無年金」、「病気・ケガ・要介護」、「住居問題」が多くなっている。 

※ 「その他」回答について 

収支バランスの崩れ 

 ウ 地域包括支援センター 

・ 「年金の不足又は無年金」及び「病気・ケガ・要介護」が最も多くなっており、次に「住居 

問題」が多くなっている。 

※ 「その他」回答について 

借金（入院費・入所費）、金銭管理不十分、収入のない子からの経済的依存 
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③ 生活困窮に関する相談への主なつなぎ先について  

   令和５年（または直近で把握されている年）において、相談支援機関が対応した生活困窮 

を主訴とする高年齢（60歳以上）者からの相談への対応について、相談件数に該当するつ 

なぎ先の件数の調査を行った。 

 

 

 

 

   相談対応において関係機関につないだ場合のつなぎ先として、最も多い機関が「地域包 

括支援センター」、次いで「福祉事務所（生活保護）」となっている。 

 

ア 市町村社会福祉協議会 

・ 「地域包括支援センター」へのつなぎが最も多いが、「市町村の相談窓口」、「福祉事務 

所（生活保護）」、「自立相談支援機関」など各関係機関へのつなぎや、「社会福祉協議 

会（生活福祉資金貸付）」での対応など幅広く行われている。 

※ 「その他」回答について 

民生委員、シルバー人材センター、社会福祉協議会の法外援護（現金・食料）、 

フードバンク（社協）、日常生活自立支援事業（社協） 

■相談対応（つなぎ先）別の件数

１　福祉事務所
（生活保護）

２　社会福祉協
議会（生活福祉
資金貸付）

３　自立相談支
援機関（生活困
窮者自立支援
制度）

４　地域包括支
援センター

５　市町村の相
談窓口

６　その他 合計

市町村社会福祉協議会 231 168 137 458 256 20 1,270
自立相談支援機関 14 7 0 12 4 20 57
地域包括支援センター 165 16 13 80 24 47 345

410 191 150 550 284 87 1,672

(24.5%) (11.4%) (9.0%) (32.9%) (17.0%) (5.2%) (100.0%)
合計

単位：件、％



１３ 

 

イ 自立相談支援機関 

・ 「福祉事務所（生活保護）」、「地域包括支援センター」へのつなぎが多くなっている。 

※ 「その他」回答について 

沖縄県おしごと応援センター（one×one）、国民健康保険課（市）、ハローワーク、 

 

ウ 地域包括支援センター 

・ 「福祉事務所（生活保護）」へのつなぎが最も多くなっており、次いで「地域包括支援 

センター」での対応が多くなっている。 

※ 「その他」回答について 

パーソナルサポートセンター、高齢者支援協会、国民年金担当窓口（行政）、 

医療機関、保健所、介護施設、地域生活定着支援センター、法テラス、 

不動産会社、食料支援（社協）、人材派遣会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１４ 

 

④生活困窮問題に対する制度・取組の改善等について 

（各相談支援機関からの意見） 

 

   高年齢者（60歳以上）の生活困窮問題に対する支援に関する既存の制度・取組につい 

て、改善等が必要と思われる事項について自由記述により調査を行った。 

なお、回答については、各機関からの意見を県において以下のとおり分類し、改善等を 

求める意見が多い順に整理した。 

 

  ＜改善等に関する分類について＞ 

  ア 住宅確保・居住支援に関すること 

  イ 雇用・就労支援に関すること 

  ウ 生活保護に関すること 

  エ 金銭管理に関すること 

  オ 身元保証・身寄り問題に関すること 

  カ 連携強化、制度の狭間・縦割り解消に関すること 

  キ 手続きの見直し、要件緩和に関すること 

  ク 年金制度に関すること 

  ケ 周知啓発に関すること 

  コ 社会保険料等の負担軽減、社会保障制度の見直しに関すること 

  サ 経済的な支援に関すること 

  シ その他 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１５ 

 

ア 住宅確保・居住支援に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１６ 

 

イ 雇用・就労支援に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機関・団体の種別
高年齢者（60歳以上）の生活困窮問題に対する支援に関する既存の制度・取組について、改善
等が必要と思われる事項

就労意向のある高齢者がいるが、就労機会、就職先が不足している印象がある、高齢者の雇用
関係給付金の増額など検討が必要と思う。また、介護保険料や納税額が生活を圧迫している場
合もある印象で、高齢者の負担減への取り組みの必要性も感じる。

A型の高齢者版（が必要）

元気な高年齢者は就労に積極的に繋ぎたいが、通勤（無免許など）や就労先が少ない（業種が
限られる）などの課題あり。逼迫した状態で繋がってくるケースも多いため、緊急支援フードバン
ク等の対応や生活保護制度申請に繋げるケースも多い。

高齢者の職業紹介所が県に一つしかないこと。

高齢者雇用の促進（仕事に見合った給与で高齢者が働き続けられる雇用制度）

元気な高年齢者の就労先が無く、シルバー人材センターへ登録しても仕事内容が限られてい
る。もっと手軽に仕事が出来る制度・取組みが必要

労働賃金の増額

就労先の柔軟な受け入れや雇用ができる為の、相談窓口の体制作り。

年金と就労収入により生活維持を図っている高年齢者は多く、平均寿命が伸び、生涯現役と言
われる中において、就労の場や時間帯など選択しやすい就労体制の構築が必要と思われる。

就労希望者が多いが就労先がなかなか無いので高年齢者が就労できる場所の開拓。

高齢者向けの就労先の確保。

高齢者向けの求人が少ない。（身体的・体力的に配慮された求人や障害福祉サービス制度や助
成等は、雇用主の負担やリスクがあるため）

年金が少ない、無年金、高年齢を理由に仕事が見つからない等の理由から生活困窮に陥り、相
談につながる事例が多い。年金受給開始年齢も延びていることもあり、生活費の確保は必要と
考える。心身共に健康な方が、これまでの経験を活かしながら働ける場所の確保や、雇う側のメ
リット（助成金等）の拡大など、高年齢層の雇用促進のための施策を強化することが必要ではな
いかと考える。

就労支援(経済的自立に向けて)

高年齢者が元気なうちに社会参加、就労できる場所を県が積極的に紹介・情報提供・確保する
仕組みがあれば、元気な高年齢者が増え、その方々が気になる高年齢者をサポートする人材を
担っていければと考えます。

能力に応じた就労場所を提供し、働いた分の生活費を支給する（市が管理運営）

社会福祉協議会

自立相談支援機関

地域包括支援センター



１７ 

 

ウ 生活保護に関すること 

 

エ 金銭管理に関すること 

 

機関・団体の種別
高年齢者（60歳以上）の生活困窮問題に対する支援に関する既存の制度・取組について、改善
等が必要と思われる事項

生活保護制度の改善（生活困窮しているが、資産があるため生保受給できない）

生活保護費の増額

自立相談支援機関 生活保護について扶養照会、車の保有により拒否となり生活の困窮状態が続いている

市役所から離れた地域住民が支所でも生活保護申請が出来ると良い。

畑や兄弟の共同名義の土地があり、生保に該当しないケースがあり生活に困窮している。

数値的にも、印象的にも生活保護の受給申請につなげる必要のある方が増えて来ている印象が
ある。例えば生活保護が必要な方でも、種別の中で、医療に対する助成が為されれば生活は何
とか成り立つ方も一定数存在すると感じている。制度的には、ミーンズテストの中で、それらも含
めての調査となるはずだが、どんな方でも最低生活費を下回る様な収入でないと、申請すら受理
してもらえないという状況も散見される。もう少し柔軟に個別の状況に併せて対応をしてもらえると
生活困窮の状況が改善する手立てにもなるのではないかと考える。

生活保護の適正使用の案内

施設費用も物価高の影響を受けており、一定の費用を超えると支払いできない。保護費の見直
し検討も必要な時期になっている。

社会福祉協議会

地域包括支援センター

機関・団体の種別
高年齢者（60歳以上）の生活困窮問題に対する支援に関する既存の制度・取組について、改善
等が必要と思われる事項

自立相談支援機関 年金額が最低生活費を超えているが、生活が困難となっている（収支のバランスや家賃が高い、
生活保護基準に該当しない等）

収入があっても金銭管理の問題（依存症など）で生活に困窮しているケースが一定数いるため、
年金を2ヶ月毎ではなく毎月支給する、生活保護費を分割で支給するなどの仕組みがあると、状
況が改善するケースはいると思う。

生活の基本になる金銭管理に関して、日常生活自立支援事業では利用まで時間がかかり、緊
急一時預かり等の対応までは必要ない状況に予防的にかかわる取り組みがない。

社会福祉協議会の金銭管理の利用や、フードバンク、赤い羽根など包括や社協が把握し生活状
況の確認を適宜行なっている。年金や生保を受給しているが、金銭管理が不得手で支出入のバ
ランスが悪く生活に困窮している。

金銭管理能力が不足している人へのサポート

高齢者の生活保護受給者の生活困窮者については、必要な制度やサポートが不十分。包括支
援センターが関わる事が多い。認知症による介護状態ではない、金銭管理ができず生活困窮し
ている場合の支援体制が必要と思われる。

個人の生活費（1ヵ月）の支出については、各々生活スタイルが異なるが、光熱費（特に電気料
金）が支払いできなくなる例が多いので、保護費自給者の方は口座引き落としで契約を勧めた
い。

金銭困窮だが生活保護は対象外。身寄りがなく、認知症がない高齢者に対しての金銭管理を行
う制度がない（ホームロイヤー等対象外）。

地域包括支援センター



１８ 

 

オ 身元保証・身寄り問題に関すること 

 

 

カ 連携強化、制度の狭間・縦割り解消に関すること 

 
 

 

機関・団体の種別
高年齢者（60歳以上）の生活困窮問題に対する支援に関する既存の制度・取組について、改善
等が必要と思われる事項

家族の支援が受けられない又は頼れる親族がいないため高齢者の住居・入所施設探しが保証
人がいないため困難。保証会社に依頼すると費用が高額のため利用できない。

賃貸や貸付、サービス利用等の様々契約において保証人が必要な場合に、身寄りがなく契約が
難航するケースがある。

自立相談支援機関 単身で頼れる身寄りのないため住居確保、連絡先等の確保が難しい。

身元保証の制度設計が不十分

身元引受人がいない方が制度を利用することが困難。

保証人問題等の居住に関する支援

社会福祉協議会

地域包括支援センター



１９ 

 

キ 手続きの見直し、要件緩和に関すること 

 

ク 年金制度に関すること 

 

ケ 周知啓発に関すること 

 

 

機関・団体の種別
高年齢者（60歳以上）の生活困窮問題に対する支援に関する既存の制度・取組について、改善
等が必要と思われる事項

年金額が少なく、生活困難（困窮）の状態の方が多い。

頑張って納付した分が、きちんと受給できるように年金制度の改革

年金額の増額

本村においては基幹産業が1次産業であり、80代の高齢者が受け取る年金額では物価高による
影響で年金の支給額では、保険料などを差し引くと最低限の生活しか送れない。

年金手続きの煩雑さ

社会福祉協議会

地域包括支援センター

機関・団体の種別
高年齢者（60歳以上）の生活困窮問題に対する支援に関する既存の制度・取組について、改善
等が必要と思われる事項

高齢者相談窓口としての地域包括支援センターの活動に対する理解を促す取り組みを含めて、
全体的に周知不足。フードドライブや生活保護申請など、すでにあるサービスや制度でも周知が
十分ではない。

生活困窮に関する相談窓口（市保護課や包括や社協等）の周知がまだまだ足りておらず、ス
ムーズな相談対応ができていないと感じる。

制度の中身やどういった支援が受けられるかの内容が特に高齢者には分かりづらく、直接相談し
てもニーズを引き出せずたらい回しにされることが多いため、具体的で分かりやすい内容での周
知とこの内容の場合はここですといった明確な提示が必要。

制度や取り組みがより分かる冊子がほしい。

地域包括支援センター



２０ 

 

コ 社会保険料等の負担軽減、社会保障制度の見直しに関すること 

 

サ 経済的な支援に関すること 

 

シ その他 

 

 

機関・団体の種別
高年齢者（60歳以上）の生活困窮問題に対する支援に関する既存の制度・取組について、改善
等が必要と思われる事項

医療費の減額

フランスのような、64歳以上には十分な給付があり、老後のためのお金が必要のない国になれ
ば、解決することは多くあると思われる。

高齢者になると貸付の制度に乗らないことが多く、抜本的な対策が必要だと感じる。生活費等の
給付では財源が足りないと思うので海外のフードスタンプ等現物給付の検討や、しっかりとした
アセスメント前提の医療費助成や移動支援が必要だと思う。

地域包括支援センター ベーシックインカムもしくは、ベーシックサービスの是非の議論

社会福祉協議会

機関・団体の種別
高年齢者（60歳以上）の生活困窮問題に対する支援に関する既存の制度・取組について、改善
等が必要と思われる事項

社会福祉協議会 本則貸付においては、令和6年2月末現在の償還中件数は3,579件（死亡、行方不明、自己破産
除く）となっており、そのうち60歳以上は761件（21.3％）となっている。この761件のうち、544件
（71.5％）が償還滞納状態である。このことから、高年齢者への支援については、貸付だけでは
なく他の制度・施策の創設が必要と考える。

食費や光熱費に加え、居住費・通信費・交通費が上昇し、現行の所得保障制度では、健康で文
化的な最低限度の生活を営むことが困難になってきている。

年金受給まで働く予定が疾病や環境要因により、収入がなくなり困っているとの相談がある。収
入がない間の支給があるとよい。

地域包括支援センター



２１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２２ 

 

⑤生活困窮に陥った高年齢者が支援につながらない要因について 

（各相談支援機関からの意見） 

 

   相談支援機関が関わりを持った生活困窮に陥った高年齢者（60歳以上）の者で、適切 

な支援につながらない（つながっていなかった）事例における、要因についての調査を行っ 

た。 

 

 

 

 

 

   適切な支援につながらない要因について最も多いものは「ニーズに合った制度・施策等がな 

い」、次いで「本人（または家族等）が支援を希望しない」となっている。 

 

 ア 市町村社会福祉協議会 

・ 「ニーズに合った制度・施策等がない」が最も多くなっている。 

※ 「その他」回答について 

身近にキーパーソンがいない、孤独・孤立（長期間）、本人または家族が困窮である 

ことに気付いていない 



２３ 

 

 

 イ 自立相談支援機関 

・ 「本人（又は家族等）が支援を希望しない」と「ニーズに合った制度・施策等がない」が 

多くなっている。 

※ 「その他」回答について 

   本人の理解力が乏しい 

 ウ 地域包括支援センター 

・ 「本人（又は家族等）が支援を希望しない」と「ニーズに合った制度・施策等がない」が 

多くなっている。 

※ 「その他」回答について 

居住先が見つからない、必要な手続きをサポートする場が少ない、職業の選択肢 

が減少、収入に見合う居住がない、車を手放したくないために生活保護拒否、 

支援してくれる親族や関係者がいない、支援を求めることができない 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２４ 

 

 

 

 

（１） 高年齢者からの相談の動向 

 

○  生活困窮を主訴とする相談件数は、令和２年に急増し、令和３年も非常に多い水準で 

推移し、令和４年以降低減傾向にある。 

○  令和２年及び令和３年の相談件数の増加は新型コロナウイルス感染症の影響が大き 

かったものと考えるが、令和５年においても令和元年より相談件数が多くなっている。 

 

（２） 生活困窮を主訴とする高年齢者の世帯の状況 

 

○  生活困窮を主訴とする相談を行った高年齢者の世帯状況は、約半数が「単独世帯」と 

なっており、次いで「親と未婚の子のみの世帯」、「夫婦のみの世帯」が多くなっている。 

 

（３） 生活困窮を主訴とする相談の主な内容及び対応について 

 

○  生活困窮を主訴とする相談における「困りごと（生活困窮の要因）」は、「年金の不足 

又は無年金」が最も多いものの、「病気・ケガ・要介護」、「離婚・死別などの家庭環境の

変化」、「離職・失業・雇用形態の変化」、「住居問題」など多岐にわたっている。 

○  相談への対応にあたる各機関・団体においては、相談者の抱える問題に応じ、必要 

な対応や他機関・団体へのつなぎを行っているが、つなぎ先も多岐にわたり、また、問 

題が複合的に生じている場合もあるものと見込まれることから、負担が大きくなってい 

るものと推察される。 

 

（４） 高年齢者の生活困窮問題への対応について 

 

○  社会福祉協議会、自立支援相談機関及び地域包括支援センターから、「住宅確保・ 

居住支援」、「雇用・就労支援」、「生活保護」、「金銭管理」、「身元保証・身寄り問題」 

など、ニーズが増加しているが現行の制度や施策が十分でない分野や、制度の狭間 

等にあり支援が十分できていない事項などについて多数提案があった。 

○  支援のあり方については、本人が支援を希望しない場合もあること、年齢要件の関 

係で本人が必要とする（必要と思われる）行政サービス（貸付、就労支援等）が受けられ

ない場合がある等、ニーズにあった制度・施策等がないとの指摘もあることから、高齢者 

施策、生活困窮者施策、雇用・労働施策、住宅施策等を所管する各部局が連携し、生 

活困窮問題を抱える高年齢者のニーズに対応した施策を検討していく必要がある。 

 

 

 

３． 調査結果から見えてきた課題 



２５ 

 

 

 

 

 

別紙 

高年齢者の生活困窮実態調査の調査項目【各支援機関・団体共通】 

 

 

機関・団体名  

回答ご担当者名  

連絡先電話番号  

連絡先メールアドレス  

 

 

この調査は、原則、「暦年（１月～12月）」で件数等を回答いただくこととしていますが、暦年に代えて 

「年度（４月～３月）」の件数等を記入いただいても構いません。 

 

 

問１ 高年齢者（60歳以上）からの生活困窮を主訴とする相談件数の推移について 

 貴機関・団体における生活困窮を主訴とする相談の件数を把握されている場合は、件数をお答えくださ

い。 

 令和元年 

（2019年） 

令和２年 

（2020年） 

令和３年 

（2021年） 

令和４年 

（2022年） 

令和５年 

（2023年） 

総数 件 件 件 件 件 

 うち高年齢者（世帯） 件 件 件 件 件 

 

生活困窮を主訴とする件数が不明な場合は、令和元年（2019 年）と比較した場合の令和５年（2023 年）

の相談件数の増減の印象について、最も近いものを選択してください。 

 令和元年より

令和５年の方

が増えている 

変わらない 令和元年より

令和５年の方

が減っている 

分からない 

総数     

 高年齢者（世帯）     

 

 

 

 

 

 

参考 調査項目 



２６ 

 

 

問２ 生活困窮に関する高年齢の相談者の世帯状況について 

貴機関・団体において、令和５年（又は直近で把握されている年）に受けた生活困窮を主訴とする高年

齢（60歳以上）の相談者が属する世帯の件数について、お答えください。 

※件数が不明な場合は、最も多いと思われるもの１つを選択してください。 

世帯状況 件数 多いもの１つ 

１単独世帯   

２夫婦のみの世帯   

３親と未婚の子のみの世帯   

４三世代世帯   

５その他   

 

 

問３ 高年齢者（60歳以上）からの生活困窮に関する相談の主な内容について 

貴機関・団体において、令和５年（又は直近で把握されている年）に受けた高年齢者からの生活困窮を

主訴とする相談について、該当する「困りごと（生活困窮の要因）」の件数をお答えください。 

※件数が不明な場合は、多いと思われるもの３つを選択してください。 

困りごと（生活困窮の要因） 件数 多いもの３つ 

１年金の不足又は無年金   

２離職・失業・雇用形態の変化   

３病気・ケガ・要介護   

４離婚・死別などの家庭環境の変化   

５住居問題 

（住居を失った又は失う恐れ、住居が見つからない等） 

  

６その他（具体的に記載：             ）   

 

問４ 高年齢者（60歳以上）からの生活困窮に関する相談への主な対応について 

貴機関・団体において、令和５年（又は直近で把握されている年）に受けた高年齢者（60歳以上）からの

生活困窮を主訴とする相談への対応について、該当するつなぎ先（対応）の件数をお答えください 

※件数が不明な場合は、多いと思われるもの３つを選択してください。 

つなぎ先（対応） 件数 多いもの３つ 

１福祉事務所（生活保護）   

２社会福祉協議会（生活福祉資金貸付）   

３自立相談支援機関（生活困窮者自立支援制度）   

４地域包括支援センター   

５市町村の相談窓口 

※福祉事務所、自立相談支援機関、地域包括支援センターを除く 

  

６その他（具体的に記載：             ）   



２７ 

 

 

問５ 高年齢者（60歳以上）の生活困窮問題についての制度・取組の改善等について 

高年齢者（60 歳以上）の生活困窮問題に対する支援に関する既存の制度・取組について、改善等が必

要と思われる事項がありましたら、ご記入ください。【記述式】 

 

回答 

 

 

 

問６ 生活困窮に陥った高年齢者（60歳以上）が支援につながらない場合の要因について 

生活困窮に陥った高年齢者（60歳以上）であって、適切な支援につながらないケースをご存じでしたら、

その要因と思われることを選択してください。【複数回答可】 

１制度・施策等の周知が不足している 

２制度・施策等の周知方法が適切でない 

３ニーズに合った制度・施策等がない 

４本人（または家族等）が支援を希望しない 

５その他（具体的に記載：                  ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２８ 

 

 

 

 

 

相談支援機関 概要 

社会福祉協議会 

 

市町村社会福

祉協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※設置数：41

（全市町村） 

○設置にかかる根拠法令 

社会福祉法第 109条 

○設置の目的 

市町村の区域内において次に掲げる事業を行うことに

より地域福祉の推進を図ることを目的とする。 

１ 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

２ 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

３ 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣 

伝、連絡、調整及び助成 

４ その他、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を 

図るために必要な事業 

○主な事業・活動（各市町村によって異なる） 

地域づくり（サロン活動、見守り活動等）、生活支援サー 

ビス（配食サービス等）、ボランティア活動、福祉総合相 

談等 

都道府県社会

福祉協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置数：１ 

（県） 

○設置にかかる根拠法令 

社会福祉法第 110条 

○設置の目的 

都道府県の区域内において次に掲げる事業を行うこと

により地域福祉の推進を図ることを目的とする。 

１ 市町村社会福祉協議会における「○設置の目的」に 

掲げる事業であって、各市町村を通ずる広域的な見地 

から行うことが適切なもの 

２ 社会福祉を目的とする事業に従事する者の養成及び 

研修 

３ 社会福祉を目的とする事業の経営に関する指導及び 

助言 

４ 市町村社会福祉協議会の相互尾連絡及び事業の調整 

○主な事業・活動 

 生活福祉資金貸付、日常生活自立支援事業、ボランティ 

ア・市民活動センター、福祉人材研修センター、災害ボ 

ランティアセンター、地域生活定着支援センター、福祉 

総合相談等 

 

参考 各相談支援機関の概要 



２９ 

 

 

相談支援機関 概要 

自立相談支援機関 

 

 

 

 

 

※設置数：16 

（市 11、郡部（県）5） 

【留意事項】 

・当報告書の調査における対象機関 

数は 12事業所としているが、 

市 11、県を 1（1団体へ委託して 

いるため）として集計している。 

○設置にかかる根拠法令 

生活困窮者自立支援法 

○設置の目的等 

生活困窮者自立支援法に基づき都道府県や市、福祉事

務所を設置する町村が実施する生活困窮者自立支援制度

の各事業を実施する機関（各事業の全部または一部を委

託可）。 

○生活困窮者自立支援制度の各事業 

必須事業（※１）：自立相談支援事業、住宅確保給付金 

 任意事業（※２）：就労準備支援事業、一時生活支援事 

業、家計改善支援事業、子どもの 

学習・生活支援事業 

  ※１ 全ての自治体で実施することが求められている事業 

  ※２ 自治体によって取組が任意となっている事業 

地域包括支援センター 

 

 

 

 

 

 

 

※設置数：88 

（全市町村で設置） 

 

○設置に係る根拠法令 

介護保険法第 115条の 46 

○設置の目的等 

 市町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任

介護支援専門員等を配置して、住民の健康の保持及び生

活の安定のために必要な援助を行うことにより、地域の

住民を包括的に支援することを目的とする施設。 

○主な事業内容 

 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）、 

総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケア 

マネジメント支援業務 

 

 


